














指定管理者制度による公の施設の管理については、一部事務処理で不適切なものが見受けられ

佐賀県滞納整理推進機構の取組等により6年連続して大きく減少し、ピーク時（平成22年度）の

おり、その取組を評価するものである。

特に、一般会計収入未済額の 約2分の1を占める県税については、県と市町で共同設置している

公平な負担と自主財源の確保の観点から、引き続きその解消に努めるとともに、新たな収入

2分の1以下になっている。また、特別会計においても一部の資金を除き、収入未済額が減少して

収入未済については、法的措置などを含め種々努力がなされ、全体として減少している。

るため、基本協定書等に基づく指導・監督、審査を徹底されたい。

　基金については、適正な管理・運用に努められたい。

土地、建物で未利用となっているもののうち、活用計画のない財産については、売却するなど

なっている。この結果、実質収支比率は全国平均 1.1％（平成27年度）を上回るものの、1.5％と

平成28年度末における主な財産は、土地 3,126万5,344.76㎡、建物 150万5,492.28㎡、債権

（３）財　　産

図り、事業効果を早期に発現できるよう、計画的かつ効果的な事業の推進に努められたい。

328億9,899万8,905円、基金 746億8,794万474円となっている。

未済の発生防止に努められたい。

繰越については、経済対策の実施により前年度より増加しているが、引き続き、その縮減を

（２）繰越について

２　意　　見

（１）収入未済について

（３）不用額について

の高い所要経費の見積もりを行うことはもとより、適切な執行管理のもとで補正を行うなど、

前年度に比べ大幅に改善している。財源の有効活用を図る観点から、引き続き予算編成時に精度

（４）財産について

一般会計の不用額は前年度に比べ 17億93万2,576円（31.8％）減少し 36億4,484万6,887円と

効率的な予算執行に配意されたい。

引き続き処分に努められたい。
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３　債　　　権

一般会計 5,255,206,156 204,543,454 382,348,070 △ 177,804,616 5,077,401,540

貸 付 金 4,223,067,959 197,630,000 376,100,956 △ 178,470,956 4,044,597,003

保証金等 1,032,138,197 6,913,454 6,247,114 666,340 1,032,804,537

貸付金等

34,258,166,070 1,564,259,544 2,923,426,709 △1,359,167,165 32,898,998,905

28年度末における現在高は 328億9,899万8,905円で、前年度末に比べ 13億5,916万7,165円

万224円、佐賀県公共関与型廃棄物処理施設整備資金貸付金 1億9,178万4,000円、中小企業近代

　これは主として、佐賀県育英資金貸付金 1億3,576万9,101円、国民健康保険広域化等支援事業

円

28　　　　年　　　　度

円 円

28 年 度 末 現 在
増 減

△1,181,362,549 27,821,597,365

円

特別会計

区 分 27年度末 現在
差 引

円

2,541,078,63929,002,959,914

化資金 1億2,322万6,000円、就農支援資金貸付金 7,591万2,018円、介護保険財政安定化基金貸

貸付金 1億円が増加したものの、地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館貸付金 9億8,705

付金 7,033万3,000円、母子父子寡婦福祉資金貸付金 6,549万6,762円が減少したためである。

合 計

減少している。

1,359,716,090
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